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日本のサンゴ被度データベースの作成と分析
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要旨　1970 年頃から日本各地でサンゴに関する様々なモニタリング調査が実施されている。しかし，そ
の多くは調査方法や取得データのフォーマットが異なっており，調査結果の相互比較が困難という問題が
あった。このことを踏まえ，本研究では，サンゴの被度に関する報告書やモニタリングデータを収集し，
統一的なフォーマットでデータベースを作成して分析を行なった。その結果，日本近海のサンゴ被度の経
年変化は海域ごとに大きく異なることが示された。今後は，水温や天敵密度といった，サンゴ被度を左右
するストレス要因に関するデータを同様に分析して被度変化と比較することで，ストレス要因がサンゴ被
度に与える影響を海域ごとに定量的に評価することが可能になると考えられる。

キーワード　モニタリング，サンゴ被度，ストレス要因，GIS，データベース

はじめに

　 近 年，ReefBase（http://www.reefbase.org） を
はじめとするサンゴ礁のデータベース化が進み，世
界規模でサンゴ礁の状況が明らかになりつつある。
特に，古くから研究やモニタリングが行われている
カリブ海においては，論文や報告書のデータを収集
して統一的なデータベース化とメタ解析を行うこと
により，最近 30 年間の急激なサンゴ被度の低下が
明らかになった（Gardner et al. 2003）。
　こうした解析は日本のサンゴ被度の変化の解析に
も有効であると考えられる。日本におけるサンゴに
関するモニタリングは 1970 年頃から実施されてい
る（中谷 2001; 木村 2004）。1969 年に沖縄で確認さ
れたオニヒトデの大量発生はサンゴ礁に大きな被害
を与え，人々の関心を集めた。以来，オニヒトデの
分布とサンゴ被度に関する調査が広範囲に実施され
るようになり，赤土や白化現象など他の攪乱要因に
関しても，各地で調査が行われている。

　日本においてこれまで行われてきたモニタリング
調査は，異常を早期に発見するために広範囲を概括
的に把握するモニタリング，オニヒトデや赤土，白
化など特定のストレス要因に注目し，その影響の評
価及び回復を追跡するための，テーマを定めたモニ
タリング，海中公園地区など特定の場所を対象にし
たモニタリングなど，その目的も様々である。実施
団体も，国，地方自治体，研究者や NGO など多岐
にわたり，手法も目的に応じてスノーケリング及び
スキューバによる観察，スポットチェック法，ボー
トに曳航された調査者が底質の目視観察を行うマン
タ法，ライントランセクト法（ライン・インターセ
プト・トランセクト法），コドラート法などの中か
ら選択される。今まで実施された調査の多くは，目
的，主体，手法によって取得データのフォーマット
が大きく異なっており，調査結果の相互比較が困難
という問題があった。
　以上を踏まえ，本稿では，サンゴ群集の健全度を
表す指標として，サンゴの被度（底質に対して生き
ているサンゴが占める割合）を用い，日本のサンゴ
被度の長期的な変化とストレス要因との関連性の分
析を試みた。具体的には，サンゴ被度に関する報告
書やモニタリングデータを収集し，統一的なフォー
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マットで日本のサンゴ被度データベースを作成して
分析を行い，海域ごとのサンゴ被度の変化を明らか
にした。さらに，今後データベースの作成と分析を
効率的に進めていくために考慮すべき点を，モニタ
リングの改善に向けた提言としてまとめた。なお，
本稿では紙面の都合で割愛した，本研究に関する図
表については，中尾（2009）を参照されたい。

方法

データベースの作成
　過去 40 年間に政府機関，財団法人，NGO によっ
て発行されたサンゴに関する資料（報告書及び公開
されている地理情報システム（GIS）データ）を収
集し，サンゴ被度（%）を含むモニタリング調査の
結果をまとめた。収集した文献は（1）広域での概
況モニタリング，（2）特定の海域を対象としたモニ
タリング，（3）特定のテーマに基づいたモニタリン
グ，の 3 つに分類し，文献リストに記載した（表 1）。
　本研究では，収集した 43 の資料（51 の調査）を
データベース化した。調査地点は GIS ソフト
ArcView9.2 を用いて GIS データ化し，位置情報を
付与した。地理座標が記載されていない地点に関し
ては，報告書の図を参考にマッピングを行った。
　環境省の重要生態系監視地域モニタリング推進事
業（モニタリングサイト 1000 事業）によって取得
されたデータを含む，「石西礁湖及びその近隣海域
におけるオニヒトデ及びサンゴ類の分布調査」及び

「石垣島周辺海域におけるサンゴ礁モニタリング調
査」の GIS データと併せて，被度の調査が行われ
た地点数は 9272 である。各地点の大半は一度しか
調査されておらず，調査ごとにモニタリングの目的
は異なっているため，取得データのフォーマットも
多岐にわたるが，類似した調査項目に関しては，統
一フォーマットに合わせて数値化し，その旨を注記
した。データベースの調査項目と各項目の統一
フォーマットの詳細を表 2 に記載した。

海域の区分
　日本のサンゴ生息域は最寒月の最低水温 18℃線
を境に，サンゴ群集だけが分布して地形としてのサ
ンゴ礁を作らない海域と，サンゴ礁地形が分布する
海域とに大別される（茅根ら 2004）。本研究では前

者を“高緯度サンゴ分布域”，後者を“サンゴ礁域”
に区分した。さらに，日本のサンゴ礁（環境省・日
本サンゴ礁学会 2004），第 4 回自然環境保全基礎調
査（環境庁自然保護局・海中公園センター 1994）
で作成された地図を基に，日本の海域を，12 の大
海域（図 1）及び 40 の中海域（表 3）に区分した。
なお，今回のデータベース中には，大東諸島（大海
域）及び粟国島，北大東島＆南大東島，聟島列島（中
海域）の調査地点は存在しなかった。

被度のフォーマットの統一
　大半の調査は，スノーケリング及びスキューバに
よる観察，スポットチェック法，マンタ法，資料調
査など被度を主観的に計測する手法を用いており，
ライントランセクト法やコドラート法など客観的に
計測する手法が用いられた地点は全体の 2.5%に過
ぎない。また，マンタ法では，被度はカテゴリー分
けされた区分に従って 3〜5 段階評価で記録されて
いる。このように，サンゴ被度の計測方法や区分範
囲は調査ごとに大きな差異が見られたため，被度に
関しては中間値（例えば，被度カテゴリー 1＝0〜
24％の場合は 12%とした）をデータベースの項目
に加え，それを用いて分析を行った。

結果

　前節で示された方法に従って作成されたデータ
ベースに基づき，“高緯度サンゴ分布域”と“サン
ゴ礁域”に関する結果について述べる。

調査地点数の差異
　データベースを作成し，海域を区分した結果，年，
海域ごとの調査地点数の差異が明らかになった（図
2, 3）。地点数は，1990～1992 年，1995～1996 年の
自然環境保全基礎調査等，広域でのモニタリング調
査が実施された年に集中した。10 年単位で見ると，
1970 年代に 143 地点，1980 年代に 717 地点，1990
年代に 5737 地点，2000 年代に 2675 地点で，90 年
代が全体の半数以上を占めた。
　大海域（12 海域）ごとに比較すると，“高緯度サ
ンゴ分布域”に比べ“サンゴ礁域”の地点数が多く，
特に，八重山群島は 4817 で，全体の半数近い調査
地点数を占めている。中海域で比較しても，海域ご
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との地点数の差異は顕著で，特定の海域に調査が
偏っていた（図 4）。

“高緯度サンゴ分布域”と“サンゴ礁域”の被度変化
　“高緯度サンゴ分布域”と“サンゴ礁域”では，
被度の変化に差異が見られた（図 5）。“サンゴ礁域”
の被度は，1970 年代に 40％以上から 20％以下にま
で急減した。その後は小刻みな増減はあるものの，
20%前後で推移し続けたが，1990 年代前半に急増
し，1990 年代半ばにはその被度は 40％に達した。
その後減少傾向に転じ，1990 年代末にその被度は
20%まで低下したが，1990 年代末から 2000 年代半
ばまでは再び増加し，40％を超えるようになった。
しかし，2000 年代後半には再び急減し，現在は
20%程度にまで低下した。カリブ海におけるサンゴ
被度が過去 35 年間で 50％から 10％へと著しい減少
傾向を示した（Gardner et al. 2003）のに比べると，
日本の“サンゴ礁域”における被度は概ね 20％～
40％の間で増加と減少を繰り返しているのが特徴的
と言える。
　一方，“高緯度サンゴ分布域”の被度は，1970 年
代末に 10%未満だったのが年とともに上昇し，1980
年代末には 60%を超える被度が見られた。しかし，
1990 年代に入ると被度は短期間に急減し，1992 年
には 10%を下回るまでになった。しかし，翌 1993
年には 60%を超えるまでに急激に回復し，その後
は現在に至るまで，小規模な増減を繰り返しながら
も減少傾向を示し，2000 年代後半になると 30％以
下で推移した。

考察

　日本のサンゴは，（1）1970 年代から 1980 年代に
かけて琉球列島で起こったオニヒトデの大発生，

（2）1970 年代から 1980 年代の沖縄島での振興開発
に伴う赤土流出，（3）1998 年の高水温による世界
的な白化現象，（4）2000 年代に入って奄美大島や
慶良間諸島で起こっているオニヒトデの大発生によ
り，大きな撹乱を受けてきた（木村 2004）。
　（1）は八重山群島，沖縄諸島，奄美群島，九州，
四国，紀伊半島，三宅島など各海域で生じており

（沖縄県観光開発公社 1976; Yamaguchi 1986），（2）
と共に，“サンゴ礁域”における 1970 年代のサンゴ

被度の激減をもたらした原因と考えられる（図 5）。
　1997 年から 1999 年の“サンゴ礁域”での，37％
から 22％への被度の減少は，エルニーニョ現象に
伴う海水温上昇による（3）の影響と考えられるが，

“高緯度サンゴ分布域”では 1996～1999 年の間に被
度は 35％から 53％へと増加傾向で，その影響は認
められなかった。1998 年には，“高緯度サンゴ分布
域”の和歌山でも白化現象が確認されている（御前
2000）が，全体の被度には影響していない。
　（4）に関しては，（1）のような爆発的な個体数の
増加は起こっていないが，八重山群島，沖縄周辺離
島や奄美諸島，九州，四国，紀伊半島で大発生の再
来が危惧されており（環境省自然環境局 2003），“高
緯度サンゴ分布域”の 2001 年以降の被度の減少の
要因の一つと考えられる。一方，“サンゴ礁域”で
は，2000 年代前半は増加傾向にあり，その影響は
認められなかった。
　以上の分析により，サンゴ被度を左右する撹乱要
因は年代によっても，海域によっても大きく異なる
ことが示唆された。さらに中尾（2009）は，同じ“高
緯度サンゴ分布域”或いは“サンゴ礁域”に属して
いても，被度及びその撹乱要因の時間推移は海域に
よって大きく異なることを，各海域におけるこれら
の結果の比較を通じて結論づけている。例えば，八
重山群島という同じ大領域に属する海域でも，中海
域で見ると，白化の影響は石西礁湖や西表島より石
垣島の方が高い。これは，石垣島で盛んに行なわれ
てきた農地開発をはじめとする人為起源による赤土
流出による影響と考えられている（大見謝 2004）。
つまり，大きく異なる被度変化を示す海域では，各
地の人口や農地の規模など，人為的なストレス要因
の影響を同定することが特に重要である。
　本研究で得られた結果は，白化現象による衰退が
深刻視されている“サンゴ礁域”で被度が増加傾向
にある一方，地球温暖化に伴う水温上昇によるサン
ゴの種数の増加（宇井 2000）が確認されている“高
緯度サンゴ分布域”で被度が減少傾向にあるとい
う，当初の予想と異なるものとなった。“サンゴ礁
域”では，1970 年代から 1980 年代にかけてのオニ
ヒトデ大発生以降，つまり 1990 年代以降にその被
度が 20％を下回ったことはなく，増加傾向にある

（図 5）。つまり，夏の高水温という一時的なストレ
スで生じる白化現象よりも，継続して数年間被害を
与える天敵の大発生の方が，この海域の被度に与え
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る影響が大きい可能性が示唆される。
　日本の“サンゴ礁域”における被度は，大規模な
攪乱による減少と回復を繰り返しており，過去 35
年間で 50％から 10％へと被度が著しく減少したカ
リブ海のサンゴ礁（Gardner et al. 2003）と比較す
ると，被度が保たれていると言える。今回の結果は，
予察的に環境条件の異なる地点（例えば礁斜面と礁
池）全てを含めて平均した値である。よって今後は，
観測点の分布やモニタリングの方法による違いから
生ずるデータの不確実性を極力小さくすると共に，
取得されたデータを環境条件によって区分し，サン
ゴの大規模な攪乱要因と被害からの回復過程を明ら
かにすることにより，今後のサンゴの保全に向けた
指針を提示することが求められる。

提言

　近年，日本のサンゴの変化に関して，環境教育
者・行政（環境省）・研究者のネットワークを活用
して広範囲にわたって情報を収集する試みが成功を
収めつつある（山野ら 2007）。また，2008 年には国
際サンゴ礁年 2008 を契機として，科学者・教育
者・ダイビング業者・NGO 関係者による，市民に
サンゴの情報提供を呼びかける「日本全国みんなで
つくるサンゴマップ」の取り組みが始まった（浪崎
ら 2008）。
　ネットワークの構築と幅広いデータの収集・共有
は今後のサンゴ研究及び保全を進める上で非常に重
要である。しかし，各方面から得られたデータの有
効活用に向けては，モニタリング方法や調査項目，
取得データのフォーマットを統一する（標準的，継
続的な手法でデータを蓄積する）必要がある。デー
タベースの作成と分析を効率的に進めていくために
どのような点を考慮すべきかを，本研究を通じて得
られた結果を基に，今後のモニタリングの改善に向
けた提言として以下のようにまとめた。
　取得データの相互比較・検討を行うことを念頭に
置いてモニタリングを行なう場合に留意すべき点と
して，

（1）モニタリング手法，取得データのフォーマット
をできる限り統一する

（2）調査の海域，年ごとの偏りを少なくする
の 2 つが挙げられる。
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（1）モニタリング手法，取得データのフォーマット
をできる限り統一する

　日本のサンゴに関するモニタリングは，①広域で
のサンゴの状態の把握，②特定海域でのサンゴの状
態の把握，③オニヒトデによる食害，白化，赤土の
流入など撹乱要因の影響の把握，という 3 つのテー
マで実施されてきたが，各々の調査でモニタリング
手法が大きく異なっている。例えば，同じ“広域モ
ニタリング”でも，自然環境保全基礎調査（環境庁
自然保護局・海中公園センター 1994, 1996）はマン
タ法を用い，およそ 100 m×4 m の広範囲を観察し
ている一方，沿岸海域実態調査では，潜水観察で
5 m×5 m の底質の被度を見積もる方法をとってお
り（沖縄県環境科学センター 1993, 1994），環境省
のモニタリングサイト 1000 事業ではスポット
チェック法を採用している。また，同一のモニタリ
ング手法を用いた調査でも，被度のカテゴリー分け
の基準が異なっている場合がある。このような，手
法による調査範囲や形式の違いが，被度の時空間的
な違いを相互比較する際の不確かさの一因となって
いると考えられる。
　モニタリングの手法は一長一短があるため，中谷

（2001）は，マンタ法で全体の傾向を把握し，より

詳細な調査を選択するための情報とし，人為的影響
を受ける海域と受けない海域，生育の良好なところ
と劣悪なところ，個々の要因に注目して複数地点を
選択し，ライントランセクト法で調査する方法を提
案している。このように，手法は目的に合わせて使
い分けることが適切だと考えられるが，被度のカテ
ゴリーは極力統一することが望ましい。
　被度だけでなく，サンゴの優占生育型や透視度な
ど，他の調査項目でも同様の問題を抱えている。オ
ニヒトデ調査に関しては，沖縄県自然保護課が設置
したオニヒトデ対策会議により，オニヒトデの発生
状況を定量的に評価するため，2002 年 9 月に「オ
ニヒトデ簡易調査マニュアル」が策定され（オニヒ
トデ対策会議 2002），これに倣った調査が展開され
ている。被度と同様，他の調査項目に関してもマ
ニュアル化し，主要な項目についてはフォーマット
をできる限り統一することが最優先事項として挙げ
られる。

（2）調査の海域，年ごとの偏りを少なくする
　上述のように，データベースを作成し，海域を区
分した結果，年，海域ごとの調査地点数の差異が明
らかになった（図 2, 3, 4）。地点数は広域でのモニ

図  1　調査海域（大海域のうち，今回のモニタリングデータが存在しなかった大東諸島を除く
11 区分を示す）と 9272 の調査地点（点で表す）
Fig. 1　Position of 11 research sites of high-latitude and subtropical corals (out of 12 major 
research sites, Daito Islands were extracted from this map because no monitoring data 
existed) and 9272 research points (dots)
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タリング調査が実施された年に集中しており，例え
ば『大隅・トカラ』や『日本海』など，1996 年の
モニタリング調査以降はデータが少ない海域も多く
存在する。上記 2 海域はそれぞれ，最寒月平均水温
18℃及び 13℃線付近，つまり，“サンゴ礁域”と“高
緯度サンゴ分布域”の北限近くに位置している（例

えば屋良ら 2009）。サンゴの被度や群集構造の変化
と水温など環境要因の関係の解明は，地球温暖化に
伴う変化を検出するために重要であり，とりわけ世
界のサンゴの生息北限に位置する日本近海には，地
球温暖化の影響が鋭敏に顕れると考えられる（山野
2008; 杉原ら 2009; 屋良ら 2009）。よって今後は，水
温や水深，波当たりなどの環境要因も併せて，場所
ごとに定期的なモニタリングを実施していくことが
強く望まれる。また，より定量的な現状把握や将来
予測に向け，モデリングやリモートセンシングなど
他手法との融合を強化していく必要がある。
　特定海域や，赤土や豪雨の被害など特定のテーマ
を対象としたモニタリング調査においては，被害が
大きかった海域が重点的に調査された一方で，対照
区が設置されなかった調査例が存在する。サンゴの
ストレス要因を正確に特定し，さらに対策を適切に
講じていくためには，検証可能な仮説を立て，その
上で実施した予備調査に基づく，統計的に有効なサ
ンプリングをデザインする必要がある（中谷 2001）。
モニタリング計画の策定にあたって明確にしなけれ
ばならないのは何よりもその目的であり，限られた
労力を個体群レベルの詳細な調査に費やすのか，あ
るいは何十 km の単位でおおまかなパターンを把握
することに注ぐのかという選択は，目的を明確にする
ことによってのみ決定することができる（English 
et al. 1997; Hodgson 1999）。中谷（2001）が指摘す
るように，これまでに行なわれた各調査は「サンゴ
の保全に役立てるデータを得ること」を目的として
いるが，実際の調査は断片的であり継続性に欠ける
傾向があった。用いられている手法もまた，データ
が実際に保全にどう役に立ったかが他者に理解でき
る形で論じられていないことも多かった。このよう
に，日本のサンゴに関するモニタリングは，長期ビ
ジョンが明確に確立されているとは言えなかった。
　日本近海のサンゴの保全に向けた政策提言に供し
ていくためには，今後は明確な目的の下に，空間的
に適切に配置された調査地点で，統一的手法を用い
たモニタリングを長期に亘って継続的に行なってい
く必要がある。中谷（2001）が日本のサンゴ礁モニ
タリングを論じて以降，モニタリングサイト 1000
事業が 2003 年に立ち上がり，統一的な調査プロト
コル（スポットチェック法）を用いた，全国規模で
多点での継続的なサンゴに関するモニタリングが開
始された。将来的には，モニタリングサイト 1000

表  3　調査海域の区分
Table 3　Division of research sites in seas close to 
Japan

『大海域』 「中海域」

高
緯
度
サ
ン
ゴ
分
布
域

日本海
隠岐＆島根半島

壱岐＆対馬
五島列島

房総＆伊豆
房総半島
伊豆半島
伊豆諸島

紀伊半島
熊野灘
和歌山

四国
四国東岸
四国南岸
四国西岸

九州

熊本
大分＆宮崎北部

宮崎
甑島＆宇治群島

鹿児島

サ
ン
ゴ
礁
域

大隅＆トカラ
大隅諸島

トカラ列島

奄美群島

喜界島
奄美大島
徳之島

沖永良部島
与論島

沖縄諸島

沖縄本島
慶良間諸島
伊是名島
粟国島

渡名喜島
久米島

宮古群島
宮古島

水納島＆多良間島

八重山群島

石垣島
石西礁湖

西表島と周辺
波照間島
与那国島

大東諸島 北大東島＆南大東島

小笠原諸島
聟島列島
母島列島
父島列島
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事業の結果と，本研究で構築したデータベースな
ど，モニタリングサイト 1000 事業以外の調査で取
得された結果を統合することで，過去から未来に向
けてのサンゴの変化を統一的に解析できるようにな
ると期待される。
　最近，世界規模で生態系・生物多様性に関する
データベース化が進められており，日本においても
それに対応する活動が始まっている （ JBON; http:// 
www.j-bon.org）。サンゴ礁は沿岸を構成する重要

な生態系であり，統一的なデータベースの作成が強
く望まれている。統一的なデータベースを作成し，
サンゴ礁と高緯度サンゴの生息北限域にあたる日本
の特徴を利用して，サンゴ群集の構造や形成過程と
環境要因との間の関係を明らかにすることは，サン
ゴ群集の成立という基本的な問題に対する答えを与
えてくれるだけでなく，地球温暖化の影響やサンゴ
の保全といった今日的な課題にも応用できるもので
ある（山野 2008; 屋良ら 2009）。日本の特徴を生か

図  2　“高緯度サンゴ分布域”と“サンゴ礁域”の調査地点数の推移
Fig. 2　Time series of the number of research points of high-latitude and subtropical corals 
(in grey and black lines, respectively)

図  3　1970 年代，1980 年代，1990 年代，2000 年代における大海域 12 区分のうち，今回の
モニタリングデータが存在しなかった大東諸島を除く 11 区分ごとの調査地点数
Fig. 3　The number of research points in 11 oceanic regions in 1970s, 1980s, 1990s and 
2000’s. Out of 12 major research sites, Daito Islands were extracted because no monitoring 
data existed
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図  4　中海域（40 海域区分のうち，今回のモニタリングデータが存在しなかった粟国島，
北大東島＆南大東島，聟島列島を除く 37 区分）ごとの調査地点数
Fig. 4　The number of research points in 37 oceanic regions (out of 40 medium-sized 
oceanic regions, Aguni Islands, Kita and Minami Daito Islands, and Mukojima Islands 
were extracted because no monitoring data existed)
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すと同時に，日本のサンゴの保全に役立つデータを
収集・蓄積し，さらに世界にデータを発信していく
こと，そのための長期ビジョンの明確化とモニタリ
ングの枠組みが今後，本研究で作成したデータベー
スなどを参考に策定されていくことを期待したい。
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Abstract  Although various monitoring studies have conducted for corals in seas close to Japan since 1970’s, 
the outputs were compiled in different formats, and therefore, intercomparison of the results was extremely 
difficult. In this study, we collected numerous bulletin reports and monitoring data on coral cover (percentage of 
corals relative to whole substrate), developed a database in a unified format, and analyzed the database. Our 
study suggests that time series of coral cover is substantially different among oceanic regions close to Japan. 
Further analyses of controlling factors on coral cover such as the water temperature and counter-pest density 
using the database are anticipated to allow us to evaluate more quantitatively the influence of the stress factors 
on coral cover in each oceanic region.
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